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２０１１年 ７月 ２９日 

平成２４年３月期 第１四半期決算および通期業績予想について 
 

ＡＮＡグループは、本日７月２９日（金）、平成２４年３月期 第１四半期決算を取りまとめました。 

詳細は別添の「平成２４年３月期 第１四半期決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２４年３月期 第１四半期の連結業績 
（１）連結経営成績（連結子会社６４社、持分法適用会社２２社） 
①概況 
・ 当第１四半期のわが国経済は、東日本大震災の影響により厳しい状況にある中で、徐々に

回復の動きがみられましたが、電力供給の制約や原子力災害、原油価格の高騰等により、

先行きは不透明な状況となっております。 
・ 震災の影響により、国内線・国際線ともに需要は大きく減退しましたが、需要喚起に努めると

ともに、通期において３００億円程度の緊急対策を展開し、収支へ与える影響を極小化して

おります。 

これらの結果、当第１四半期の連結経営成績は営業収入が３，０５０億円、営業損失が８１億円、

経常損失は１４４億円、四半期純損失は８４億円となりました。   

単位：億円（増減率を除き、単位未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２４年３月期 
第１四半期 

平成２３年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%)※１ 

営 業 収 入 ３，０５０ ３，０６８ ▲ １７ ▲０．６ 
営 業 費 用 ３，１３１ ３，０３８ ９３ ３．１ 
営 業 損 益 ▲ ８１ ２９  ▲１１０ ―― 
営 業 外 損 益 ▲ ６３ ▲５９ ▲  ４ ―― 
経 常 損 益 ▲１４４ ▲２９ ▲１１４ ―― 
特 別 損 益 ▲  １  ▲２３ ２２ ―― 

四半期純利益または純損失（▲） ▲ ８４ ▲５２ ▲ ３２ ―― 
※１ 前年同期との比較による増減率を示しています。 

 
                                                   単位：億円（単位未満は切り捨て） 

平成２４年３月期 
第１四半期 

平成２３年３月期 
第１四半期 増減 

【セグメント情報】 
売上高 営業損益※２ 売上高 営業損益 売上高 営業損益 

航空運送事業 ２，７４３ ▲９２ ２，７４５ １１ ▲ ２ ▲１０４ 
旅 行 事 業 ２６４ ０ ３２７ ６ ▲６２ ▲  ６ 
そ の 他 ３３４ ９ ３４１ １０ ▲ ６  ▲  ０ 

※２ 各事業における営業損益はセグメント利益または損失に該当します。 
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②国内線旅客事業 
・ 震災の影響による消費マインドの冷え込み等から、需要が大きく減退しましたが、ビジネス

需要は４月を底に回復基調に転じ、６月にはほぼ前年並みの水準まで回復しております。 
一方、プレジャー需要も４月を底に緩やかな回復傾向となっております。 

・ プレジャー需要の喚起を目的とした週末限定の新運賃「週末割引」を設定する等、足元の需

要喚起を図るとともに、ＡＮＡマイレージクラブ会員向けに、片道（１区間）から特典航空券に

交換できる制度を導入し、利便性の向上に努めました。 
・ 定期便の一部減便や機材の小型化等を実施し、需給適合を進めるとともに、仙台、福島、 
山形への臨時便を設定し震災後の復興支援に努めました。 

  結果として、国内線旅客収入は前期比６．２％減の８９億円の減収となりました。 

（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成２４年３月期 
第１四半期 

平成２３年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%)) 

売上高（億円） １，３４５ １，４３５ ▲   ８９ ▲ ６．２ 
旅客数（千人） ８，１６４ ９，５６６ ▲１，４０２ ▲１４．７ 
座席キロ（百万座席キロ） １３，３３１ １３，６１６ ▲  ２８５ ▲ ２．１ 
旅客キロ（百万人キロ） ７，１４９ ８，３９８ ▲１，２４９ ▲１４．９ 
利用率（％） ５３．６ ６１．７ ▲  ８．０ ――― 

 

③国際線旅客事業 
・ 震災発生直後の１ヶ月間は需要が大きく減退しましたが、４月中旬頃から回復基調に転じま

した。ビジネス需要は回復が早かった一方、プレジャー需要の回復が遅く、とりわけ訪日需

要は大きく減退しました。 
・ 震災後の旅客動向に対応すべく、成田空港経由の北米・アジア間等での接続旅客や西日本

での旅客の取込み、国外退避した外国人の復路需要の取込み等にて販売強化に努めると

ともに、割引運賃の設定を強化する等、プレジャー需要の早期取込みに努めました。訪日需

要に対しては、各地の政府・業界団体・メディアの視察旅行を積極的に誘致する等、訪日に

対するイメージ回復に向けた活動を実施しました。 
・ 成田＝ソウル（仁川）線の運休、成田＝北京線の減便、成田＝上海（浦東）線の機材小型化

等を実施し、需給適合を推進しました。また、６月１９日より成田＝成都線を新規開設し、  
新規需要の創出に努めました。 

結果として、国際線旅客収入は前期比８．０％増の５１億円の増収となりました。 

（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て）

【国際線旅客事業】 平成２４年３月期 
第１四半期 

平成２３年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%) 

売上高（億円） ６９２ ６４１ ５１ ８．０ 
旅客数（千人） １，２７３ １，２２４ ４９ ４．０ 
座席キロ（百万座席キロ） ８，３２６ ６，６５６ １，６７０ ２５．１ 
旅客キロ（百万人キロ） ５，４７０ ５，１２１ ３４９ ６．８ 
利用率（％） ６５．７ ７６．９ ▲１１．２ ――― 
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④貨物事業 
・ 国内線貨物は、震災の影響による北海道路線を中心に陸送から代替需要が発生したこと等

により、輸送重量は前年同期を上回りました。 
・ 国際線貨物は、震災による自動車部品等のサプライチェーンへの影響により、航空貨物輸

送全般の需要減退が懸念されましたが、緊急性の高い医療品・水等の生活物資、タバコ関

連物資、部品の在庫転送等の需要が高まり、輸送重量は前年同期を上回りました。 

結果として、国内線貨物収入は前期比４．６％増の３億円の増収、国際線貨物収入は前期比  

１８．１％増の３６億円の増収となりました。 

（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成２４年３月期 
第１四半期 

平成２３年３月期 
第１四半期 増減 増減率(%) 

売上高（億円）  ７９  ７５ ３ ４．６ 
輸送重量（千トン） １０８ １０３ ４  ４．７ 

国

内

線 有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ） １０８ １０４ ４  ４．５ 
売上高（億円） ２３６ ２００ ３６ １８．１ 
輸送重量（千トン） １４０ １３２ ８ ６．２ 

国

際

線 有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ） ５６３ ４８５ ７８ １６．１ 
 
（２）連結財政状態 
 ①連結財政状態について 

（自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオを除き単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２４年３月期 
第１四半期 平成２３年３月期 増減 

総資産（億円）      ２０，８３７       １９，２８０ １，５５６ 
自己資本（億円）  （注１）       ４，９９３        ５，２０２ ▲２０８ 
自己資本比率（％）         ２４．０          ２７．０   ▲３．０ 
有利子負債残高（億円） （注２）      １１，０４６        ９，３８８ １，６５８ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３）          ２．２          １．８ ０．４ 
注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／Eレシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

②連結キャッシュ・フローの状況 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２４年３月期 
第１四半期 

平成２３年３月期 
第１四半期 

営業活動によるキャッシュ・フロー ９２ ３９４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲１，３３７ ▲８９２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー １，５９９ ８７２ 

現金および現金同等物期末残高  ２，３７０ １，８５５ 

減価償却費 ２８８ ２８４ 
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２．平成２４年３月期の見通し  
・ わが国経済の見通しは、サプライチェーンの復旧による生産活動の回復に伴い、景気の持

ち直しが期待されておりますが、電力供給の制約や原子力災害、原油価格の高騰等により、

当社グループを取り巻く環境は依然、不透明な状況となっております。 
・ 国内線・国際線旅客は、復興需要への期待や個人消費の自粛ムードの緩和もあり、徐々に

回復しつつありますが、震災前水準に戻るには年度末までかかる見通しです。このような状

況の下、「２０１１－１２年度ＡＮＡグループ経営戦略」に掲げる基本戦略の深堀を進め、「ア

ジアを代表する企業グループを目指す」という経営ビジョンの実現を目指してまいります。 
・ 震災影響を最小限に抑えるべく、機材の小型化・減便等による需給適合をきめ細かく実施す

るとともに、費用面では、３００億円程度の緊急対策を継続展開し、費用抑制に努めます。回

復が遅いプレジャー需要については、休暇の長期化・分散化による新規需要等を確実に捉

えるとともに、減少した訪日需要には政府・観光地域等と一体となり、需要喚起策を展開す

る等、震災前の水準への回復を目指してまいります。 

以上の見通しより、平成２４年３月期の連結業績見通しは、以下のとおりとなります。なお、 

配当につきましては、１株につき２円を予定しております。 

単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【平成２４年３月期見通し（連結業績）】 予想 前期実績 
（平成２３年３月期） 

増減 

営 業 収 入 １４，１００  １３，５７６ ５２３ 
営 業 利 益     ７００  ６７８ ２１ 
経 常 利 益     ３６０       ３７０ ▲１０ 
当 期 純 利 益     ２００      ２３３ ▲３３ 

以 上 


